（様式3）
令和４年度未踏的な地方の若手人材発掘育成支援事業費補助金
「AKATSUKIプロジェクト」に係る補助事業者
事業計画書


補助対象事業の要件　確認欄　＜応募資格必要要件＞　※必須確認事項です
＊「公募要領　４－１．補助対象事業の要件」に記載の要件を満たしているか（　）内に（〇）をつけてください。

（　　）　①　補助対象となる民間事業者等が、単独又は複数の地域（都道府県ないし市町村）において、取組を行うもの。
（　　）　②　補助対象となる民間事業者等が、若手人材（おおむね15 歳～30歳代）を対象に、当該人材自らのアイデア
を具体化することで人材育成を行い、イノベーションを創出しうるIT人材・起業家等を目指すもの。
（　　）　③　PM、メンター等による指導、メンタリングを提供するもの。
（　　）　④　育成された人材が自身のアイデアを広く発信する場が用意されているもの。
（　　）　⑤　概ね3カ月以上の育成期間、育成人数は原則5名以上とするもの。
（　　）　⑥　補助対象となる民間事業者等が、事業終了後も、①において当該取組をビジネスとして自立・継続していくことを
　　 　　　　　 目指すもの。

事業内容の独自性　確認欄　　※必須項目ではありません
＊提案内容に、以下①～⑤の要素が付加されているか（　）内に（〇）をつけてください。

（　　）　①　体制
· PMやメンターとなりうる未踏事業関係者（未踏事業の修了生やPM経験者等）等の支援や助言が得られること。
（　　）　②　持続性・自立性
· 持続的な人材の発掘・育成のための事業運営上の工夫が見られること。例えば、将来的なビジネス化を見据えて、地域企業等によるファンディング・協賛金等の活用や事業参加者からの育成費用の徴収等の工夫が事業計画上盛り込まれていること等。
· 事業終了後も、将来的にビジネスとして自立・継続していく道筋が事業計画上で明確に示されていること。
（　　）　③　実績
· 過年度より地域の若手人材の発掘や育成に取り組み、今後も積極的な拡大や強化を図っていること。
（　　）　④　実施地域
· 首都圏整備法で定める既成市街地及び近郊整備地帯＊１（以下、「首都圏」という）で指定されている以外の地域での広域的な事業を実施すること。　　＊１首都圏に該当する都市一覧は、公募要領をご確認ください。
（　　）　⑤　地方自治体や地域関係機関との連携体制の構築＊2
· 地域の優れた若手人材の発掘・育成という観点から、地方自治体や地域関係機関（大学等）の協力を事前に得られていること。その場合は、公募時に提出する「実施体制確認書」に連携する地方自治体や地域関係機関との連携体制を記載すること。　　＊２は、公募要領をご確認ください。

1． 補助事業の目的及び内容（事業の実施方法）
＜応募資格必要要件　記載方法説明＞　※必須記載事項です
（１）補助事業の実施方法を以下に記載いただきますが、前ページで確認した＜応募資格必要要件＞を記述した場所に
赤字で、①、②と番号記載してください。
例）・・・広くアピールする場を提供するものである。また、⑤育成人数は10名前後とし、半年の研修をPM・メンターとともに実施。

＜事業内容の独自性確認　記載方法説明＞　※必須記載事項ではありません
（１）補助事業の実施方法を以下に記載いただきますが、前ページで確認した＜事業内容の独自性＞を記述した場所に
青字で、①、②と番号記載をしてください。
例）⑤地元●●大学の協力を既に快諾済みである。①●●教授および、●●准教授には未踏事業のメンター経験があり・・・。

（１）補助事業の実施方法

※以下、説明文は削除して使用してください。
＊公募要領「４．補助対象事業」の「４－１．補助対象事業の要件」を、具体的な実施方法及び内容を記載の上、
　 補助事業の目的をどのように達成するか記載してください。
＊人材の「発掘方法」、「育成方法」について項目を立てて具体的に記載ください。
＊本事業の成果を高めるための具体的な提案を記載してください。
＊予定しているPMやメンターの名前、育成人数については具体的に記載してください。




















（２）実施体制

※以下、説明文は削除して使用してください。
＊実施責任者略歴、研究員数等及び実施者の業務内容
＊委託、外注を予定しているのであればその内容（申請者自身が行う業務内容（企画、立案及び業務管理部分
　 については申請者自身が行う必要がある）、相手先の名称、相手先の選定方法、予定金額等も含む）
＊業務管理費に対する委託・外注費の合計の割合が５０％を超える場合は、相当な理由がわかる内容
 　（「委託・外注費の額の割合が５０％を超える理由書」（様式5）を提出すること。）

　※グループ企業(補助事業事務処理マニュアル３４ページに記載のグループ企業をいう。)との取引であること
のみを選定理由とする委託、外注（再委託及びそれ以下の委託を含む）は認めない。

＊様式4_補助事業概要書_スケジュールに詳細内容を記載している場合は、
　「様式4_補助事業概要書_スケジュールに記載」と記載。









（３）補助事業の効果

※以下、説明文は削除して使用してください。
＊本事業を実施した場合、期待される効果を記載してください。












2． 補助事業の開始及び完了予定日（スケジュール）　　（１．（１）の実施が月別に分かること）

※以下、説明文は削除して使用してください。
＊様式4_補助事業概要書_スケジュールに詳細内容を記載している場合は、
　「様式4_補助事業概要書_スケジュールに記載」と記載。























3． 申請者概要
（１）申請者の営む主な事業
別添、会社概要（パンフレット）のとおり
※以下、説明文は削除して使用してください。
＊会社概要を作成していない場合、申請者の営む主な事業を記載してください。

（２）申請者の財務状況
別添、財務諸表のとおり（直近3年間の損益計算書および、貸借対照表）
※以下、説明文は削除して使用してください。
＊特記事項等がある場合には併せて記載してください。

（３）事業実績
類似事業の実績
・事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨）

















4． 補助金見込額等
様式3_別添積算内訳書のとおり
※以下、説明文は削除して使用してください。
＊特記事項等がある場合には併せて記載してください。

5． 遵守確認事項
下記の項目に関して宣誓のため、（　）内に（〇）をつけてください。

（　　）応募資格に挙げた要件を満たしていること。

（　　）一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）に基づき設立された一般社団法人
及び一般財団法人で応募しようとするものについては、同法第１２８条又は同法第１９９条に基づく貸借対照表等
の公告を実施していること。

（　　）会社法等、遵守すべき法令を遵守していること。
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